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都市再生緊急整備地域に係る最近の動向
（１）地方都市の活性化を促進する
〇「都市再生に取り組む基本的考え方」の取りまとめ（H30.4.26都市再生本部決定）
・都市再生緊急整備地域の「候補地域」の創設
・社会の最適化を図る都市情報基盤「i-都市再生」の構築、活用、普及等
・「近未来技術社会実装関連プロジェクト」及び「スーパーメガリージョン関連プロジェクト」の推進

〇民間都市再生事業に関する事業区域面積要件の緩和（R5.4.1～）
・一般地域において大臣認定を受けるための事業区域面積要件を1.0ha以上から0.5ha以上へ緩和

（２）大規模災害における都市の安全確保を図る
〇「都市再生安全確保計画 作成の手引き」の改定（R3.3及びR4.3）
・PDCAサイクルを通じた計画の高度化や災害対応のスマート化等を進める
・R3.10.7の千葉県北西部地震を契機として、災害時体制に移行する判断基準や夜間時間帯の対応体制の検討を進める

〇広域連携や区域外への貢献等の新しい取り組みの加速
・都市再生安全確保計画の対象区域だけでなく、区域外とも連携できる体制の構築（ex.大丸有、品川）
・自立・分散型のエネルギーシステムを活かし、電気や水を周辺地域へ提供する“安全のおすそわけ”（ex.品川）

（３）コロナやデジタル化等の環境の変化に対応する
〇「都市再生有識者懇談会」の開催（R2.12～R3.6）
・コロナによる都市への影響や働き方等の変化、自動運転等の未来技術の進展を踏まえた都市再生の取組の方向性について議論

〇「都市再生基本方針」の改定（R4.10.25閣議決定）
・「都市再生有識者懇談会」での議論や「まちづくりDX」などの要素を反映

（４）都市再生におけるDXを推進する
〇ＶＲ技術やビッグデータ等を活用し、都市再生の見える化情報基盤「i-都市再生」を構築、活用、普及する
・国際標準仕様CityGMLを拡張した技術仕様「i-UR」の策定及び公表し、３Ｄ都市モデル「Project PLATEAU」において採用
・「i-都市再生」の整備・活用の促進に向け、地方自治体等の職員を対象とした「i-都市自治体等交流会議」等の研修を開催（H30～）

〇環境変化に対応し、柔軟かつ機動的に都市再生を進めるためのデータ活用
・「都市再生におけるデータ活用推進WG」の開催（R3.8～R4.3）し、「評価マニュアル」を改定するとともに、新たに「モニタリングマニュアル」を策定（R4.3）
・「モデル都市」を公募して、内閣府の支援によりデータ可視化等によるモニタリングの高度化を実施（R4.9～R5.3）



項目 H29年度 H30年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度

地域の指定等
※太字下線は候補地域

からの新規指定

大宮駅周辺
中部国際空港東・常滑り

んくう
東京都心・臨海（拡大）
大阪京橋駅・大阪ビジネ
スパーク駅周辺・天満橋
駅周辺（拡大）

福井駅周辺
広島紙屋町・八丁堀
新宿駅周辺（拡大）
横浜都心・臨海（拡大）

枚方市駅周辺
長崎中央

仙台都心（拡大）
大阪城公園周辺（拡大）
広島都心（統合）

松戸駅周辺
新潟都心
福岡箱崎

神戸都心・臨海
新大阪駅周辺

（１）
地方都市の活性化

（２）
大規模災害における
都市の安全確保

（３）
コロナやデジタル化等
の環境の変化に対応

（４）
都市再生におけるDX

「都市再生に取り組む基本的考え方」
都市再生本部決定

第一回候補地域設定（試行）
福岡箱崎、福井駅周辺、松戸駅周辺

●

「i-都市再生」の構築・活用・普及

千葉県北西部地震

都市再生有識者懇談会

「都市再生基本方針」改定
閣議決定

都市再生緊急整備地域に係る最近の動向

第二回候補地域設定（試行）
広島紙屋町・八丁堀、枚方市駅周辺

●

第三回候補地域設定
新大阪駅周辺

●

第四回候補地域設定
長崎中央

●第五回候補地域設定
仙台都心

●
第六回候補地域設定

新潟都心

●

●
第七回候補地域設定
神戸都心・臨海

●民間都市再生事業の大臣認定基準等の緩和
（R5.4.1～予定）

●

都市再生におけるデータ活用推進WG

モニタリング開始
●

モニタリング高度化

●「作成の手引き」改定●
「作成の手引き」改定

●

●
コロナ流行

●
都市再生安全確保計画
等制度意見交換会

都市再生安全確保計画の策定及び改定を促進

●



（１）地方都市の活性化を促進する ～「都市再生に取り組む基本的考え方」の取りまとめ～



（１）地方都市の活性化を促進する ～「都市再生に取り組む基本的考え方」の取りまとめ～



（１）地方都市の活性化を促進する ～民間都市再生事業に関する事業区域面積要件の緩和～



（２）大規模災害における都市の安全確保を図る ～「都市再生安全確保計画 作成の手引き」の改定～



〇R3.3の改定内容

〇R4.3の改定内容

着眼点 改定内容

①PDCAサイクルを通じた計画の高度化 PDCAの実施方法の規定について追記

②退避施設(※1)等の確保促進 「施設管理者の損害賠償責任」への対応に関する考え方について追記

③様々な状況の対応検討 • 規定の想定地震発生時以外(時期(酷暑・冬季)・天気(豪雨)・時刻)の対応検
討について追記

• 様々な帰宅困難者（旅行者等）の対応検討について追記
• 水害等の複合災害発生時の対応検討について追記

④要支援対象者等への対応 • 一時滞在施設等への受入れ等における様々な要支援対象者や、その他配慮を
必要とされる方の想定について追記

⑤対応体制の強化 • 近隣地域間の連携（帰宅困難者受入れ等）の明記
• 企業間のBCPの連携の明記

⑥災害対応のスマート化 屋外拡声器、SNS等のスマート技術を活用した情報収集・共有の実施を明記

⑦感染症対策 退避施設等の感染症対策に係る留意点を追記

ポイント 主な改定内容

①災害発生時の対応体制の検討 災害発生時において適切な対策を実施するために、以下2点を追記
・災害時の実施体制に移行する際の判断基準の検討について
・退避施設（※１）を開設する際の判断基準の検討について

②様々な状況の対応検討 平日の昼間以外の時間帯での災害発生も考慮する必要性から、具体的に考慮する状
況として、以下を追記
・夜間・休日等を想定した対応検討について

（２）大規模災害における都市の安全確保を図る ～「都市再生安全確保計画 作成の手引き」の改定～



（２）大規模災害における都市の安全確保を図る ～広域連携や区域外への貢献等の新しい取り組みの加速～

【概要】大手町・丸の内・有楽町地区都市再生安全確保計画

具体的な事業等

基本理念
①ノブレス・オブリージュ精神
②クリティカルな隙間への対応
③インクリメンタルな計画

大丸有地区の
業務継続力

の強化

滞在者等すべての
安全・安心の確保

計画の目的

計画の目標

執務スペースと従業者の安全
ライフラインの確保
計画の推進体制

地区のレピュテーション

災害医療体制
要配慮者の安全・安心
従業者・来訪者等の受入れ
帰宅困難者の誘導と施設
公共的空間を担う体制

災害への備え（防災）を新たな付加価値とし、
高い国際競争力を有するBCDを実現

計画の対象区域
500 m4003002001000

N

東京駅

都市再生安全確保計画の意義等

都市再生安全確保計画の将来像

次世代防災拠点機能として、地区内の鉄道・ビル事業者等の自
助の連携、官民連携、俯瞰的エリア情報の共有、災害時広報発信、
負傷者・要配慮者対応などの地区の機能強化を目指す。また、平
時の同機能の活用、平時から人的ネットワークを醸成する場と活動
について検討する。

計画区域



（２）大規模災害における都市の安全確保を図る ～広域連携や区域外への貢献等の新しい取り組みの加速～
大丸有を超える機能の柱
•地区における防災対応の高度化をベースに、「研究」「活動」「支援」といった関わり方で、全国的な組織やプロジェクトが活動拠点として活用。
•交流拠点・啓発拠点となることで、防災分野でのイノベーションや対応力の高度化を支援。
•東京都心部が持つ関東一円・日本全体に向けたハブとなりうる広域的な拠点性を活かす。

地区特性

建物の
安全性

インフラの
継続性

交通
結節点

ノウハウや技術

人とそのコミュニティ
日本全体・世界各地で
活動する企業の集積

日本の安全性の発信×

防災に関する蓄積 社会的責務

【研究】
大丸有の蓄積を横展開、
日本各所の英知に学ぶ

【活動】
交通至便を活かし、

全国の防災関係者の活動拠点となる

【支援】
4日めからの防災・

復興について、後方支援を行う

ボランティアの後方支援

支援物資の融通

技術支援チームの組成と派遣

周辺・日本全体大丸有を超える機能の柱大丸有地区

例えば…

被災地域全体の情報集約



【方針１】 退避ネットワークと一時滞在施設の整備
〇退避ネットワークの形成
〇屋外の安全な一時退避場所の確保
〇えきまちの安全を確保する施設等の整備

【方針２】 自立可能なインフラによるＢＣＤ(業務継続地区)の形成
〇ＪＲ東日本の自営電力等の活用による自立・分散型のエネルギーシステムを構築

【方針３】 平時・非常時一体で機能する情報連携基盤の構築
〇えきまち一体となったスマートプラットフォーム（情報連携基盤）の整備

【方針４】 地域の防災力を高める周辺地域への貢献
〇自立・分散型のエネルギーシステムを生かした “安全のおすそ分け”

【方針５】 エリア防災の推進
〇地域医療機関や他の安全確保計画策定地区との連携

【概要】品川駅・田町駅周辺地域 都市再生安全確保計画

（２）大規模災害における都市の安全確保を図る ～広域連携や区域外への貢献等の新しい取り組みの加速～

高輪ゲートウェイ駅前広場大型ビジョン(イメージ)

地域医療機関との連携イメージ

計画の対象区域

【計画の対象区域】



【ポイント】品川駅・田町駅周辺地域 都市再生安全確保計画
【方針３】 平時・非常時一体で機能する情報連携基盤の構築
えきまち一体となったスマートプラットフォーム(情報連携基盤)の整備
により、平時の豊かさ・災害時の安全・安心を支える情報収集、共有、
分析、発信の仕組みを構築する。
開発事業者、鉄道事業者、インフラ事業者、行政それぞれが保有する
情報を一元化することで、地域課題の解決・新たな価値創造の実現を
目指す。

■デジタルツインによる災害のシミュレーション
・３D 都市モデルや図上訓練ツール等を用いて、デジタルと
アナログ両面から退避経路の安全性等を検証。
・R4年度の国土交通省「 Project PLATEAU（プラトー）」にて、
ユースケース開発を推進中

■他の安全確保計画策定地区等との連携
・地区間の連携体制の構築、ノウハウや技術の共有等により
東京の防災力の向上に資する取り組みを展開していく。
・新しく市街地が形成される当地区の特徴を活かした実証実験
や共同研究等の実施を検討する。

【方針５】 エリア防災の推進

【方針４】 地域の防災力を高める周辺地域への貢献
自立・分散型のエネルギーシステムを生かし、電気や水を周辺地域へ
提供する“安全のおすそ分け” を行う。

（２）大規模災害における都市の安全確保を図る ～広域連携や区域外への貢献等の新しい取り組みの加速～



防災エリアマネジメントDXの取り組み（デジタルツインの動画）

（２）大規模災害における都市の安全確保を図る ～広域連携や区域外への貢献等の新しい取り組みの加速～



（３）コロナやデジタル化等の環境の変化に対応する ～「都市再生有識者懇談会」の開催～



（３）コロナやデジタル化等の環境の変化に対応する ～「都市再生有識者懇談会」の開催～



（３）コロナやデジタル化等の環境の変化に対応する ～「都市再生基本方針」の改定～
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